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１．はじめに 

 
今日、近代合理主義は社会の分業化・専門化をもた

らし、その結果として我々は分断化された社会の中で孤

立しているという指摘がある。土木計画の分野において

も事案毎において個別対応で解決できないのであれば、

包括的に対応していくことが求められてきている。例え

ば景観法の取り組みは分断化された事案を「目に見える

モノすべて」という包括性による解決方法とみなすこと

もでき、エリア・マネジメントも地域毎に社会基盤施設

（以下、インフラ）の建設や維持を行うことで、行政と

市民の間にある緊張関係を包括的に解決しようとする試

みとみなすこともできよう。これらにおいてコミュニテ

ィやNPOが注目されるのは、近年の社会的共通資本

（ソーシャル・キャピタル）のように社会におけるサロ

ン的な性格を有しているからであり、こうした横断的な

存在によって社会の再統合が行われると都合がよいから

である。ただ、こうしたコミュニティによるインフラ・

マネジメントについて実証的な研究は少なく、運営など

の具体な諸点で検討していくべき点は多い。 
本研究では長野県飯田市の柿野沢地区で戦後も住民

によって道路整備が行われてきた「道普請」を先行事例

としてとりあげ、コミュニティがインフラ・マネジメン

トの点で果たした役割等を学びとることを目的としなが 
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ら、今後の可能性について考察していく。 
 

２．柿野沢における道普請の実際 
 
事例としてとりあげる柿野沢について、地区や事業

の概要、事業負担の実際、事業実施に至った状況につい

てまとめておく。 
 
（１）概要 

a）研究の手法と資料 

本研究は「聞き取り調査」と「文献調査」を元にし

ている。聞き取り調査は平成17年５月から平成18年３月

にかけて計６回にわたって当事者へのインタビューを行

い、録音したものを要点筆記の形で書き起こした。文献

調査は下久堅支所所蔵の記録等の既存文献をもとにした。

仔細については既出1）を参照されたい。 
b) 対象地区の概要 

対象となる柿野沢地区は長野県飯田市の天竜川東部

に位置している。戸数は約75戸で数十年にわたって大き

な変動はなく、広さは３km×５km程度、標高差は区内

で200mあって急峻な地形となっている。また柿野沢は

明治には「柿野沢村」として独立した自治体であり、現

在は「柿野沢区」として存続している。 
当地区は急傾斜地であり、土砂崩れなど災害頻度が

高いなど厳しい自然に向き合って、生活の場を確保して

きた歴史がある。そのため「道」「災害」への関心が高

い傾向にある。 
c) 「道普請」の概要 
道路マネジメント全般を地元では「道普請（みちぶ

しん）」と呼んでいるが、ここでは柿野沢地区で昭和20
年以降の約20年近くの間に、住民によって行われた総延

長が約１万ｍを超える道路整備事業を指すものとする。

ここでは計画立案に始まり、資金や資材という金銭的な

負担、労力提供、土地の供出に及び、区を中心とするセ

ルフビルドが行われていた。 
d) 目標設定・効果 

この道普請では「各戸までにクルマが乗り入れられ



るようにする」ことを最低限の目標としていた。また整

備効果については「それまで背負板で農作物を運んでい

たが、荷車になって疲労感の軽減されるなど、生活の質

が変わった」との感想が聞けている。 
また道普請の計画手法は路線延長などの達成目標を

設定し、そこから工期・必要人工を算出する方法ではな

く、年間供出可能労力から達成可能箇所や工事延長を求

める計画手法がとられていた。これは、畦道をつくるな

どの農作業の手順と類似している。元々、農村では田植

えなどの農作業を共同で行うことから「結(ゆい)」等の

共同作業が常態化していた。今日でも消防団活動等の

「むら仕事」は多くあり、この道普請もそうした多くの

「むら仕事」の一つとして認識されていた。 
 
(２) 負担の構造 
この道普請は、用地や労力の無償提供を基礎にして

おり、｢つくる｣｢使う｣｢支払う｣が一体となったセルフビ

ルドの構造を有している。 
a) 金銭 

各戸に対して、住民税等に加えて区費、道路費の積

み立ての負担を求めていた。例えば昭和37年時点で、区

の道路費は年間約37万円余の予算規模であり、当時の区

費が7万5千円余であったことから、その規模の大きさが

わかる。なお村政時代における歳出に占める土木費の割

合は小さく、また当時の下久堅村の職員数は概ね20名程

度で、土木職はいなかった。いわば集落の道路事業費を

「道普請」で直接的に負担していた構図となっていた。 

b)労力 

賦役は中学生以上の男女全員が対象であった。期間

は10月末の稲の刈り入れから３月までの約５ヶ月間で、

８時から日没までの約８時間労働、一人あたり平均で30
日程度であった。 
c)用地・物資の負担 

これまで道普請として開削されてきた道路の大半は

用地の無償提供が行われてきた。また自宅内に石、木材

があれば道路建設資材へ供出した場合もあった。  
d)割り当ての根拠 

積立金や労力は、平均割と資産割によって各個人の

割り当て分が確定されていた。これは応能主義と応益主

義を折半した形であり、今日の地方税（住民税と固定資

産税）と同じ構造である。なお、この率は年度によって

異なるが昭和41年度で平等割：所得割：固定資産割＝

3：3.5：3.5であった。 
 
(３) 「道普請」実施へと向かう要因 
昭和20年頃の柿野沢の生活環境を振り返りながら、

住民が「道普請」の実施へと向かっていくプロセスを推

論してみよう。 
当時は食糧増産が至上命題であり、「集荷時には

50kg超の荷物を数kmを毎日、何往復もする」必要があ

ったのだが、戦前に運搬用の馬を軍用に徴収されたまま

で、人力による方法しかなかった。そのため背負板で急

峻な坂道を往復するなど過酷な労働環境であり、「何と

かしたい」という改善へのモチベーションが高くなった。 
しかし戦後は国全体が貧しく、村予算も今日と比較

して小さく、結果として行政は事業実施できなかった。

こうした外的要因からは、住民は①自ら環境を改善、②

他所への移住のいずれかの選択を迫られる。そうすると

「道普請」という①を選択するためには、「この地で住

み続けたい」という「地域への愛着」といった内的要因

が欠かせない。インタビューでは「『こんな所にいても

ダメだ』と言って村を離れた人がでてきた。このままで

は、ここはダメになっちまう」と離村による存続への危

機感があがっていた。こうしたことから「だから” 自分

で”やらないと仕方がない」となったとできる。 
当時の農村は極めて等質な環境にあり、共同で行う

「むら仕事」が常態化していたことから、地域として環

境改善を行うことの利害が一致しやすく、「一人ではム

リなので、近所で一緒に」といった共同事業へ発展して

いったことは自然なことであったと解する。 
 
３.  社会の分断化によるインフラ・マネジメントをめ

ぐる諸課題 
 
(１)社会の分断化の進展 

 戦後、我が国では公共サービスの提供が「私的執行か

ら公的執行への移転」が行われたとする見方がある2)。

この移転は社会全体が多様化し、社会活動が専門的に分

業化されていく中で、各人が得意とする分野に資源を集

中することが経済効率的であったために行われた。しか

し公共サービスの公的執行への偏在は、行政の肥大化と

財政危機を深刻化させ、企業や市民の行政依存を高め、

コミュニティを希薄化させてしまったのである。 
同様のことが柿野沢でもみられる。それは昭和36年

の天竜川を中心とする「36災害」が一つの契機であった

という。この頃から、建設業の専業化が本格化し、それ

に呼応する形で土木構造物の大型化と機械化の進展、補
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図-1 下久堅村歳出内訳（昭和29 年度） 



助金や交付金などの制度の複雑化、設計基準の導入をは

じめとする設計技術の高度化が進んだ。その結果、道路

は「専門家のもの」であって、住民にとって”わかりに

くい”ものとなっていったのである。 

 
(２)分断化された社会の影響 

家田らは、道路事業を例に「使う人」「作る人」の

分離が制度的矛盾を引き起こしていると指摘している3）。  
そのことが顕著に現れているのが合意形成、市民の

インフラに対する無関心さにある。 
a) 合意形成の必要性とコスト 

分断化された社会ではプライバシーは守られ、全て

のことが簡明に解決でき、個人の関係がわかりやすい。

しかし我が国が「曖昧で優しさの社会」から「公正で透

明なルール社会」へとシフトしつつある中で、「ルール

社会」は相当な社会コストで必要であるとしている4)。

それは「つくる人」に対して絶対的な信頼の付与が困難

となる中では、「つくる人」に説明責任と事業の透明性

が必要となったためである。 
b) インフラに対する無関心と無責任 
技術の専門化が進んだ社会では、公共事業のブラッ

クボックス化を招き、住民の意識の中で負担と受益が結

びつかず、住民サービスが安価に得られるとする「財政

錯覚」が生まれやすい。この財政錯覚の問題点はコスト

意識が欠如したまま、多くのサービスを要求する等の市

民の側が無責任な議論に終始する点にある。 
また社会心理学では、集団が大きく、個々人の貢献

が他者から評価される機会が少ない場面では「社会的手

抜き（Social loafing）」が起こるとされる。しかし集団

目標の達成が重要と認識された場合には、他人の分まで

補おうとする「社会的補償(Social compensation)」が起き

るという5)。また何らかの要因で傍観者が生まれると援

助行動が抑制され(傍観者効果)、この傍観者の数が多い

ほど「私一人が何もしなくても良い」という「責任の分

散」という無関心さが進むとされる6)。この問題は「使

うだけ」という当事者意識のない傍観者が増えることで、

インフラに対して無関心な層が多くなり、社会全体を反

映した意志決定が得にくくなる点にある。 
 

４．「道普請」にみるインフラ・マネジメントの可能性 
 

(１)横断的存在としてのコミュニティへの着目 
今日、行政さえも事務分掌で規定されることで分断

化されているのなら、分断化された社会を横断的な存在

によって統合していこうとする方法論もありうる。その

横断的な存在としてコミュニティやNPOが注目される

のだが、そこでは横断的に人々を結びつけるための”ミ
ッション”や価値観の共有が重要となってくる。 
そもそも地域という空間的枠組みでは共通の利害が

発生しやすいわけであり、そこでは共通の価値観が得や

すい。「まちづくり」におけるワークショップは、こう

した地域における価値観の共有化を具体化する作業と解

することができよう。柿野沢での区会や公民館活動など

は、こうした個々人の課題を地域共通の課題に高める活

動となっていたのである。 
また地域の生活環境の向上・維持を一つのミッショ

ンとすれば、その具体的な活動をコミュニティ・ビジネ

スに求めたり7)、道普請という共同作業に求めても不思

議ではない。 
 
(２)柿野沢地区での「道普請」の効果 

道普請を通じて、先に示した合意形成やインフラへ

の無関心さ等について考察してみる。 
a) インフラに対する関心の深さ 

セルフビルドである「道普請」では、事業者と負担

者が同一となり、そこでは事業者への不信が生まれるこ

とはありえない。実際、関係者相互の調整は事務的な内

容にとどまっていて、合意形成にかかわるコストは低か

ったとできる。また例えば、竣工検査等は基本的に行わ

れず、工事測量も目分量で、側溝も溝を掘っただけのレ

ベルに過ぎない。しかし入集金などの会計帳簿は詳細に

残されており、先にみたように各戸の経済的な負担が大

きかったこと等もあわせると、対費用を考えながら妥当

なマネジメント・レベルにしていたことがうかがえる。 
また「地元の人なもんで。（手を抜くような）了見

の悪い奴はおらなんだな。自分のもんだもんで、路巾な

んか広いぐらいだ」の発言にみられるように、作業にお

いて手抜きがなく、財政錯覚が生じていなかった。 
また、構成員数が少なかったことは手抜きや「責任

の分散」を生じにくくさせていたと言えよう。 
b) コミュニティが目的を共有できた背景 
既述のとおり、柿野沢では住民が等しく過酷な生活

環境にあり、その唯一の改善策が道路開削であると判断

され、地区において異論がでる余地が少なく、比較的ス

ムースに地域共通のミッションとなっていった。この反

証として昭和40年代後半の柿野沢では道路改築の負担額

について合意が得にくくなっていたことをあげておこう。

これは一定の道路整備が済んでいたので、サービスレベ

ルが個々人で異なっていたことによる。 
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図-2 柿野沢地区における分解過程 



ただ各人の不満や課題を確認し、集落の単一目標と

して意識できた”場”の存在がなければ、共同作業として

成立することはなかったと考える。柿野沢では地域に関

して議論する区会や公民館がそれに該当する。飯田市は

今日も社会教育としての公民館活動が盛んな地域として

知られるが、公民館活動が「明日の農村をどうすべき

か」を考え、個人と集落の利害を重ね合わせながら将来

像を描いていくという地域のニーズを明確にしていった

作業が果たした役割は大きい。また区会などで目標達成

への共通認識を高めていったことから「社会的手抜き」

が生じにくく、逆に土地を無償で提供するといった「社

会的補償」が起きやすくなっていたといえる。 
区会は地区全体の雑多な話題を扱いながら事案を処

理していくという点で、いわば社会的な” サロン”であ

り、一種のソーシャル・キャピタル的な存在であったと

できる。 
一般に農村部は共同性と平等性を重んじるあまり、

個人を抑制する封建的な人間関係が強いとされる。コミ

ュニティへの注目はミッションの共有であって、単にこ

れまでの閉鎖的な「むら」社会の再生ではなく「再構

築」が必要である点に留意したい8)。なお戦前から柿野

沢では後の教員赤化事件へと発展する下伊那自由青年連

盟の存在もあって、封建的な人間関係は希薄であったと

推察する。 

c) クラブ財的な性格 
この道普請はボランティアではなく、集落による税

的な共同負担によって運営されていた。実態として道路

利用者が地元の人に限られ、その利用者が負担金を支払

っている。いわば利用者と事業負担者とが一体的な関係

であったことから、この「道普請」が「公共財」よりも

「クラブ財」的な性格を有していることに気づく。 
財は一般に非排除性と非競合性によって公共財と私

有財に区分されるが、その中間に準公共財がある。例え

ば道路は混雑などの点で競合性が不完全な点があるため

準公共財とされている。この準公共財は更に、消防やゴ

ミ収集などの「地域公共財」と土地区画整理の公共減歩

で供出される街路などの「クラブ財」があるとされる。

この「クラブ財」は「ただ乗り」防止を行うため、受益

者に応分の負担を求めている点に特徴がある。 
また「道普請」の土地供出の動機には「自分の土地

を出してでも、生活を良くしたい」という用地提供によ

って地域の価値を高めようとする投資的側面もあり、こ

れは土地区画整理事業と同じ構造である。 
 
5.  おわりに 

 
本研究では、近代合理主義の進展によって地域社会

が分断化され、そのことでインフラに対する財政錯覚な

どの今日的課題が生じたととらえた。この問題の解決に

は社会の再統合が必要であり、その主体としてコミュニ

ティに着目した。そこで戦後においても地域で道路整備

を行ってきた飯田市の柿野沢地区における「道普請」を

先行事例としてとりあげ、その運営手法や組織形態と社

会の分断化がもたらした諸課題とを照らし合わせながら、

考察を加えていった。 
まず「道普請」では、インフラに対する財政錯覚や

無関心・無責任などが生じていなかったことが確認でき

る。このことの要因として、事業手法がセルフビルド的

であるため、事業者・利用者・施工者が一体とならざる

を得ないことがあげられる。また集団規模が小さく「み

んなが顔見知り」であったことも注目しておきたい。 
さらに、こうした要因に加え「道普請」を進める上

では「地域に対する愛着」という内的要因が不可欠であ

った。また「道普請」では個人と地域に共通する課題が

認識されており、それらを話し合うための公民館や自治

会である区会などの”場”の存在が大きかった。 
今後のコミュニティ・ベースのインフラ・マネジメ

ントを考える上では、こうした内的要因を具体化してい

く、いわばサロン的な”場”やソーシャル・キャピタルを

組み込んでいくべきであろう。それには例えば既に多く

の地域で実施されているワークショップなどの「地域発

見」の取り組み、お祭りなどのイベント等との関連づけ

を考えてみたい。 
なお「道普請」はクラブ財的でもあるため、例えば

国道のような受益者が広範囲に及ぶインフラで同様の取

り組みは困難であろう。このことはコミュニティによる

インフラ・マネジメントの適用限界を示唆するものと考

えられる。またコミュニティの再構築の可能性、市民が

直接的にインフラ・マネジメントすること自体の是非等

については今後の研究課題であることを記しておく。 
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